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書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招
集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

第36期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第36期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申
し上げます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提
供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェ
ブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確
認くださいますようお願い申し上げます。

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東
証）のウェブサイトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面（郵送）によって議決権を行使するこ
とができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、本招集ご通
知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただ
き、2026年６月24日（水曜日）午後５時までに到着するよう、ご返送くださいま
すようお願い申し上げます。

敬　具
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１．日 時 2026年６月25日（木曜日）午後２時
２．場 所 大阪府吹田市江坂町１丁目23番38号

Ｆ＆Ｍビル７階　大阪本社セミナールーム
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第36期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）事業報
告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連
結計算書類監査結果報告の件

２. 第36期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算書
類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。)７名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議
案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取
り扱いいたします。

記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申し上げます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト及
び東証ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎今後の状況により、株主総会の運営に大きな変更が生じる場合は、前述の当社ウェブサ
イト内においてお知らせいたします。

◎法令に基づき書面交付請求をいただいた株主様には、本株主総会招集ご通知を書面にて
交付いたします。なお、本株主総会におきましては、書面交付請求をいただいていない
株主様にも同書面を送付いたします。
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（ 2025年４月１日から
2026年３月31日まで ）

事　 業　 報　 告

１．当社グループの現況

(1) 事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度における我が国経済は、地政学リスクの慢性化や米国

の新政権による通商圧力の再燃など、外部環境の不透明さが継続いたし

ました。国内においては、大阪・関西万博の閉幕後、そのレガシーを活

用したスマートシティ構想や跡地再開発プロジェクトが本格始動し、イ

ンフラ投資を通じた景気の下支えが意識されました。産業界において

は、労働力不足を背景とした人件費上昇が利益を圧迫するなか、生成AI

は「導入」から「収益貢献」のフェーズへと移行しました。単なる業務

効率化に留まらず、AIによる意思決定の自律化や高付加価値化を実現し

た企業による、業界再編や競争力の二極化が一段と鮮明となりました。

個人消費においては、継続的な賃上げが実施された一方で、12月の追加

利上げに伴う住宅ローン金利の上昇や、円安基調の定着による輸入物価

の高止まりが生活を圧迫しました。これにより、消費者の購買行動は

「価値の実感」をより重視する傾向が強まり、不要な支出を徹底して抑

える一方、自己研鑽やウェルビーイングへの投資には支出を惜しまない

「メリハリ消費」が完全に定着しました。金融環境につきましては、日

銀の金融政策正常化に伴う「金利のある世界」が本格的な運用局面に入

り、企業の資金調達戦略や財務体質の強靭化が、経営の持続可能性を評

価する重要な指標となった一年でありました。

　このような経済状況のもと、当社グループは主要事業の会員数の増加

およびサービス内容の拡充と業務の効率化に取り組んでまいりました。

　この結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高208億７百万円（前

連結会計年度比21.9％増）、営業利益38億58百万円（同42.0％増）、経

常利益39億円（同42.3％増）、親会社株主に帰属する当期純利益28億25

百万円（同55.7％増）となりました。

　セグメント別の経営成績は次のとおりであります。
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（ⅰ）アカウンティングサービス事業

　アカウンティングサービス事業は、生命保険営業職員を中心とする個

人事業主及び小規模企業に対する記帳代行等の会計サービスになりま

す。同事業では、各生命保険会社が新入社員向けに随時行っている研修

への参加を、これまで中心であった四大生命保険会社から中堅・外資系

生命保険会社へ拡大することで営業機会を確保しました。また、オンボ

ーディングに向けてのチュートリアル機能の追加、既存ユーザー向けに

例月発生するにも関わらず未到着となっている資料の通知、ふるさと納

税の案内など、アプリを活用したテックタッチを進めました。

　その結果、当連結会計年度末（2026年３月31日）の会計サービス会員

数は113,502件（前連結会計年度末比11,226件増）となりました。

　この結果、アカウンティングサービス事業における当連結会計年度の

売上高は55億４百万円（前連結会計年度比11.8％増）、営業利益は18億

73百万円（同16.3％増）となりました。

（ⅱ）コンサルティング事業

　コンサルティング事業は、中堅・中小企業向け管理部門支援サービス

の「エフアンドエムクラブ」、ISO及びプライバシーマークの認証取得

支援、「ものづくり補助金」「中堅・中小成長投資補助金」をはじめと

した補助金受給申請支援、資金繰り改善のための経営改善計画の策定支

援、研修講師派遣サービス等になります。

　2025年６月12日にエフアンドエムクラブ会員向け、７月に金融機関向

けに、助成金や補助金を検索する補助金検索サイト「ホジョサーチ」の

提供を開始しました。「ホジョサーチ」は、国の大型補助金から地域限

定の小規模助成金まで、幅広い支援制度を網羅的にデータベース化して

います。24時間体制で全国の公式サイトを確認し、補助金・助成金の募

集開始、締切延長、要件改定などの最新情報も適宜反映しています。ま

た、マイページの登録や保存した検索条件に合致する情報をメールやア

プリのプッシュ通知でお知らせしています。

　「エフアンドエムクラブ」については、2026年３月末時点で234行庫

の金融機関と提携し、営業機会の増強に努めております。従来の好連携
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事例の共有や勉強会に加え、金利上昇等の環境変化に対応し、各金融機

関の状況に合わせた、より深度ある情報連携と案件創出に注力していま

す。

　また、採用競争力を高めるための求人票添削などの採用支援、労務管

理体制の整備による就業環境の改善、採用後の定着率やパフォーマンス

向上のための人事考課制度策定支援、設備投資や人的投資に関わるキャ

ッシュ・フローの分析といったサービスが中小企業経営者のニーズを掴

み、新規会員の増加に貢献しました。

　その結果、当連結会計年度末（2026年３月31日）のエフアンドエムク

ラブ会員数は14,817社（前期末比1,112社増）となりました。

　ISO及びプライバシーマークの認証取得支援については、食品製造業

の海外輸出促進に伴うHACCP・FSSC22000の受注が増加しました。また、

情報セキュリティの強化に伴うISO27001・プライバシーマークの対応も

増加しており、これらの旺盛なニーズへの対応に注力しました。

　「ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補

助金）」や「中堅・中小成長投資補助金（中堅・中小企業の賃上げに向

けた省力化等の大規模成長投資補助金）」をはじめとした補助金受給申

請支援については、2025年４月から公募が始まった「新事業進出補助金

（中小企業新事業進出促進補助金）」や同年５月から申請受付が始まっ

た「中小企業成長加速化補助金」についての支援も開始しました。ま

た、注力している「中小企業省力化投資補助金（一般型）」において

は、第４回公募までの累計採択率が92.6％に達するなど、高水準の実績

を維持しています。なお、2026年４月に採択結果が発表された補助金に

ともなう売上は翌連結会計年度の第１四半期に計上されます。
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補助金名 回次 採択発表 申請数 採択数

ものづくり補助金

19次 2025年７月28日 168件 77件

20次 2025年10月27日 65件 31件

21次 2026年１月23日 45件 25件

22次 2026年４月30日 22件 13件

事業再構築補助金 第13回 2025年６月30日 89件 36件

中堅・中小成長投資

補助金

３次 2025年６月30日 ６件 ２件

４次 2025年10月10日 14件 12件

５次 2026年５月下旬頃 17件 発表待ち

中小企業成長加速化

補助金

１次 2025年９月19日 48件 12件

２次 2026年７月下旬以降 72件 発表待ち

新事業進出補助金

第１回 2025年10月１日 74件 38件

第２回 2026年３月31日 69件 39件

第３回 2026年７月上旬頃 22社 発表待ち

中小企業省力化投資

補助金（一般型）

第１回 2025年６月16日 15件 15件

第２回 2025年８月８日 ７件 ６件

第３回 2025年11月28日 45件 43件

第４回 2026年３月６日 96件 87件

第５回 2026年６月上旬 86件 発表待ち

　※2026年４月30日現在の状況です。

　資金繰り改善のための経営改善計画書の策定支援については、経営改

善計画の策定費用が補助される405事業（経営改善計画策定支援事業）

を活用した支援に加え、スピードを重視し405事業を活用しないリファ

イナンス支援にも注力しています。これにより、お客様の緊急性の高い

ニーズにも迅速に対応し、より効果的な中小企業の財務改善の実現をサ

ポートできるよう取り組んでいます。

　企業の従業員向け研修に専門的な知識や経験を持つ講師を派遣する研

修講師派遣サービスについては、第１四半期連結会計期間から取り組み

を強化しています。当連結会計年度では、エフアンドエムクラブ会員企

業を中心に3,079社の研修を実施しました。
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　この結果、コンサルティング事業における当連結会計年度の売上高は

81億92百万円（前連結会計年度比23.8％増）、営業利益は25億92百万円

（同55.9％増）となりました。

（ⅲ）ビジネスソリューション事業

　ビジネスソリューション事業は、士業向けコンサルティング、及び企

業・士業向けITソリューションの提供等になります。

　士業向けコンサルティングは、認定支援機関である税理士・公認会計

士事務所の対応力向上を支援する「経営革新等支援機関推進協議会」等

となります。税理士・公認会計士の顧問先である中小企業への支援や、

自事務所の生産性向上を必要とする継続的なニーズが、営業機会の確保

につながりました。特に「生成AI勉強会」の開催や、税理士・公認会計

士事務所向けの「生成AIプロンプト」の提供により、AI研究会への加入

が堅調に推移しました。

　その結果、当連結会計年度末（2026年３月31日）の「経営革新等支援

機関推進協議会」等の会員数は2,095事務所（前連結会計年度末比381事

務所増）となりました。

　企業・士業向けITソリューションの提供は、人事労務クラウドソフト

「オフィスステーション」シリーズの販売等となります。

　社会保険労務士事務所マーケットは、2026年３月４日に「社労士DX 

HEROS 2025」を開催しました。「社会保険労務士業界で活躍する事務所

の事例共有」や「生成AIの活用事例」をテーマにした講演を実施しまし

た。企業向けには、展示会へ継続的に出展することで「オフィスステー

ション」シリーズが企業の人事労務の課題を解決できるプロダクトであ

るという認知拡大と、新規商談機会の創出を図りました。

　売上増加に向けた施策としては、カスタマーサクセスを稼働させるこ

とで、１社あたりの利用従業員数を増大させることに加え、クロスセル

の取り組みに注力しました。フィールドセールスとカスタマーサクセス

が連携を密にすることで、リードタイムの短縮や成約率向上に努めまし

た。

　既存ユーザーに向けては、円滑なシステム導入のためオンボーディン

グを強化し、不明点を短時間で解決できるようにサポートデスクの充実

を図りました。

　その結果、当連結会計年度末（2026年３月31日）の「オフィスステー
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ション」シリーズの利用は、無料で提供している「オフィスステーショ

ン 労務ライト」の利用を含み、企業が52,669社（前連結会計年度末比

8,807社増）、士業が3,666事務所（同339事務所増）となりました。

　この結果、ビジネスソリューション事業における当連結会計年度の売

上高は65億24百万円（前連結会計年度比28.7％増）、営業利益は８億48

百万円（同26.4％増）となりました。

（ⅳ）不動産賃貸事業

　不動産賃貸事業は、当社が所有するオフィスビルの賃貸収入で、安定

した収益を計上しております。当連結会計年度の売上高は１億８百万円

（前連結会計年度比0.2％減）、営業利益は27百万円（同5.3％減）とな

りました。

（ⅴ）システム開発事業

　システム開発事業は、連結子会社エフアンドエムネット株式会社のシ

ステム開発事業等になります。エフアンドエムネットでは、「オフィス

ステーション」シリーズを中心としたエフアンドエムが販売する商品な

どのグループ内向け開発が大部分を占めました。

　この結果、システム開発事業における当連結会計年度の売上高は４億

18百万円（前連結会計年度比45.8％増）、営業損失は０百万円（前連結

会計年度は39百万円の営業利益）となりました。

（ⅵ）その他事業

　その他事業は、パソコン教室の本部運営及びFC指導事業等になりま

す。パソコン教室の本部運営及びFC指導事業においては、受講生に対す

る積極的なカウンセリング、資格取得のためのサポートなどを強化する

ことで継続率の向上に努めました。

　この結果、その他事業における当連結会計年度の売上高は58百万円

（前連結会計年度比0.3％増）、営業利益は６百万円（同27.6％増）と

なりました。
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事業区分 金額（千円） 構成比(％) 前期比(％)

アカウンティングサービス事業 5,504,927 26.5 11.8

コンサルティング事業 8,192,101 39.4 23.8

ビジネスソリューション事業 6,524,523 31.4 28.7

不動産賃貸事業 108,694 0.5 △0.2

システム開発事業 418,768 2.0 45.8

事業区分計 20,749,015 99.7 22.0

その他事業　（注）２ 58,657 0.3 0.3

合　計 20,807,672 100.0 21.9

　　　事業区分別営業収入の状況

（注）１. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２. 「その他事業」の区分は、パソコン教室の本部運営及びFC指導事業等を含

んでおります。
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事業の名称 投資内容 金額（千円）

アカウンティングサービス事業 業務システム等開発 530,919

コンサルティング事業 業務システム等開発 132,777

ビジネスソリューション事業 販売用システム等開発 2,560,741

全社

業務システム等開発 40,453

OA機器等入替 60,246

大阪本社ビル設備 105,380

什器備品入替 25,287

②　設備投資の状況

　当連結会計年度において実施いたしました設備投資の総額は

3,533,009千円で、その主なものは次のとおりであります。

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありませ

ん。

③　資金調達の状況

　当連結会計年度中は、資金調達を行っておりません。

区　　分
第33期

(2023年３月期)
第34期

(2024年３月期)
第35期

(2025年３月期)

第36期
(当連結会計年度)
(2026年３月期)

売 上 高 (千円) 12,699,687 14,861,769 17,066,373 20,807,672

経 常 利 益 (千円) 2,621,277 2,143,906 2,741,843 3,900,385

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益

(千円) 1,881,341 1,609,218 1,814,337 2,825,711

１株当たり当期純利益 (円) 128.92 110.28 123.40 191.02

総 資 産 (千円) 13,533,509 15,202,763 17,305,714 20,642,114

純 資 産 (千円) 10,568,198 11,618,215 13,213,534 15,423,443

１株当たり純資産額 (円) 724.22 796.17 893.25 1,042.65

(2) 財産及び損益の状況

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式を控除した株式数）により
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算出しております。また、１株当たり純資産額は期末発行済株式総数（自己株式を控除し

た株式数）により算出しております。

会 社 名 資 本 金
当 社 の
出 資 比 率

主 な 事 業 内 容

エフアンドエムネット株式会社 58,000千円 100.0％
システム及びアプリ開発・ホー
ムページ制作・ITコンサルティ
ング

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

(4) 対処すべき課題

　現在の経済環境は、国内外で大きな転換期を迎えています。海外情勢にお

いては、2026年年初から米国による通商圧力が一段と具体化し、追加関税措

置に伴う輸出環境の変化が鮮明となりました。これにより、世界経済の先行

きに対する不透明感はかつてないほど高まっています。国内に目を向ける

と、2027年の春闘においても高水準の賃上げ継続が確実視されるなど、前向

きな動きが見られます。しかしその一方で、昨年末の利上げに伴う借入金利

の上昇や、長期化する物価高が深刻な懸念材料となっています。これらは中

小企業の収益を圧迫し、家計の購買意欲に影を落とし始めるなど、実体経済

への影響が顕在化しつつあります。こうした激動のなか、産業界では「生成

AI」が大きなパラダイムシフトを起こしています。AIは従来の補助的なツー

ルから、自律的に業務を遂行する「AIエージェント」へと進化を遂げまし

た。深刻な労働力不足を打破する抜本的な解決策として、もはや概念実証の

域を超え、企業の収益に直接寄与するフェーズへ移行しています。「金利の

ある世界」が本格的に浸透するなか、資本効率の最適化とAIによる生産性向

上が、企業の持続的な成長を決定づける極めて重要な転換期を迎えていま

す。

　事業運営においては、物価高への対応策として自社の強みを生かしたビジ

ネスモデルの構築、省人化・デジタル化による労働生産性の向上が重要であ

るとともに、人材の採用・育成、従業員の賃上げなど働く環境の整備も喫緊

の課題となっています。政府は、中小企業の付加価値向上や賃上げを促進す
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るための支援策を拡充しており、継続的な賃上げを実現するための補助金や

財政措置が強化されています。当社グループはこうした政府方針に賛同し、

その推進に積極的に取り組むことで、社会の発展に寄与してまいります。

　社会全体でデジタル化が急速に進む中、企業のバックオフィス業務におい

ても効率化や外部委託、ITツールの活用が進展しています。この流れは、当

社グループが提供する「オフィスステーション」にとって市場拡大の好機と

なり、事業成長をさらに加速させる可能性を秘めています。「オフィスステ

ーション」は、勤怠管理や給与計算、社会保険手続きなど、バックオフィス

業務の効率化を実現するクラウド型ソフトとして、多くの企業にご活用いた

だいています。当社は創業以来培ってきたバックオフィス業務に特化したノ

ウハウを活かし、このサービスの開発・提供を通じて、中小企業の労働生産

性向上に貢献してまいりました。

　2026年度においては、企業が抱える課題に一層寄り添い、生成AI等を取り

入れ従来のサービスをさらに進化させることで、多様なニーズに応える体制

を強化してまいります。社会に必要とされる企業としての役割を果たすとと

もに、持続可能な成長を目指して邁進してまいります。今後も各事業間のシ

ナジーを高め、さらなるワンストップ・サービスの構築を図ってまいりま

す。

①　チャネルの深耕とさらなるシナジーを生む事業体制の強化

　当社グループは、バックオフィス業務の効率化を通じて事業経営の持続的

な成長を支援することを使命としています。昨今、物価高や金利上昇、法改

正による労務管理の複雑化など、企業を取り巻く環境は厳しさを増してお

り、事業計画の策定、公的支援の活用、人材採用、教育体制の構築など、多

岐にわたる課題への対応が求められています。こうした支援を行う上で、金

融機関や税理士、公認会計士、社会保険労務士との連携は欠かせません。当

社は全国の地域金融機関がパートナーであること、専門家ネットワークを有

することを独自の強みとし、これらの課題解決と事業経営の成長支援に貢献

してまいります。当社グループは今後も革新的なサービスを提供し、地域経

済の活性化と中小企業の成長を支援してまいります。

②　業務効率化による利益率向上への取り組み

　利益率向上のため、業務処理工程の見直しや比較的単純な情報処理、顧客

からの問い合わせへの一次対応、顧客属性に基づく情報発信などにAIの積極
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活用を進めています。これにより、業務効率化を図るとともに、付加価値の

高いサービス提供を実現してまいります。また、属人的なサービスは品質の

均一性を欠きやすく、量的・質的な限界を迎えるリスクがあるため、オペレ

ーション分野だけでなく営業分野においても効率化と提案内容の統一化を進

め、より多くの顧客に効率的かつ適切にアプローチできる体制を構築してい

ます。さらに、属人的なスキルやノウハウに依存しない全社的なサービス体

制を追求することで、高品質なサービス提供を可能にするとともに、顧客満

足度の向上に努めています。画一的ではなくパーソナライズされたサービス

が求められていると認識し、顧客のエンゲージメントを高めるため、蓄積さ

れたデータの活用や顧客との接点を戦略的に組み合わせることで、価値ある

サービスを提供してまいります。

③　付加価値の高いサービスの開発

　「オフィスステーション」シリーズは、HR領域における従業員情報の管理

や季節ごとに発生する業務の効率化を支援するため、機能開発とシリーズ展

開を進めてまいりました。企業の管理部門では、入社・退社に伴う各種申

請、社会保険・年金の申告、年末調整といった労務業務に加え、従業員のス

キルや資格の管理、評価制度の運用、キャリア形成支援など、人事全般にわ

たる業務が行われています。これらの業務は複雑化が進む一方で、効率化と

精度向上が求められています。

　近年、HR領域では多くのツールが出現していますが、複数のツール併用に

よる情報連携の複雑化や既存ツールとの機能重複が課題となるケースが増加

しています。当社グループでは、人事領域の幅広い業務に対応し、企業の多

様なニーズに応えています。また、顧客生涯価値（LTV）の最大化を目指し

て開発の優先順位を明確にすることや、AI機能を付加することでプロダクト

の質向上を進めています。

　さらに、「オフィスステーション」シリーズを導入した企業が労務管理や

人材戦略に基づく課題解決を実現するためには、システムを使いこなせる状

態にまで支援することが不可欠です。当社グループは、カスタマーサクセス

の体制を強化し、導入から運用、さらには人材データ活用を見据えた伴走型

支援を提供することで、企業の生産性向上と人材活用の最適化に貢献してま

いります。
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④　優秀な人材の確保と育成

　当社グループのさらなる成長を実現するため、優秀な人材の確保と育成を

重要な課題と認識しています。当社の最大の財産である「人」を基盤に、

「他社で３年でマスターすることを１年でマスターする」という教育方針の

もと、生成AIをはじめとする最新テクノロジーを駆使し、業務効率と創造性

を飛躍させる人材の育成に注力しています。業務理解の深化と営業力の強化

に加え、人間性を育むことで、社員一人ひとりの成長を支援しています。社

員がAIをパートナーとして活用し、能力を開発し続けることは、サービス品

質の向上だけでなく、経営成績の向上を支える重要な原動力となります。ま

た、育児・介護との両立が可能な環境の整備、有給休暇取得促進、成果を正

当に評価する仕組みの構築など、全社員が能力を最大限発揮できる職場づく

りを進めています。さらに、当社の理念やカルチャーに共感し、長期的に活

躍できる人材を迎え入れることを目指しています。採用後は、早期に戦力化

できる育成体制を整えることで、社員と会社双方が成長できる関係性を築き

ます。人材への中長期的な投資を継続することで、持続的な成長を支える組

織体制の強化に取り組んでまいります。

⑤　セキュリティ体制の強化

　当社グループは、提供するサービスに関連してユーザーの個人情報や機密

情報を取り扱っており、これらの保護を最重要課題として取り組んでいま

す。安心してサービスをご利用いただくために、セキュリティ監視体制の強

化を図り、自社内の体制構築のみならず、外部業者による脆弱性診断を継続

的に実施しています。これにより、最新の脅威やリスクへ迅速に対応し、必

要な対策を講じることでサービスの安全性を確保しています。また、当社グ

ループでは「情報セキュリティ基本方針」を定め、この方針に基づいて情報

資産の管理と保護を徹底しています。具体的には、データの暗号化、アクセ

ス権限の厳格な管理、不正アクセス防止を目的としたファイアウォールやセ

キュリティソフトの最新化など、技術的な対策を施しています。さらに、セ

キュリティ体制の向上には人的な取り組みも欠かせないものと認識し、全従

業員を対象とした定期的な教育・研修を実施しています。これにより、セキ

ュリティ意識の向上と実務知識の習得を促進し、内部からのリスク軽減を図

っています。加えて、情報漏洩やサイバー攻撃のリスクを最小化するための

内部監査や改善プロセスを整備し、継続的なチェックと改善を行っていま

す。これらの取り組みを通じて、技術的・人的両面からの対策を高度化し、
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ユーザー企業からの信頼に応える体制を構築してまいります。今後も、セキ

ュリティ対策の強化を事業運営の重要な柱と位置付け、安心・安全なサービ

ス提供を目指してまいります。

⑥　コーポレート・ガバナンスの強化

　当社グループは、持続的な成長と中長期的な企業価値向上を実現するた

め、コーポレート・ガバナンスの適切な機能を重要な経営課題と認識してい

ます。事業活動においては、顧客の個人情報や会員企業の機密情報など、重

要な情報資産を取り扱う機会が多く、これらの保護と管理が事業運営の根幹

を支えるものと考えています。不正アクセスやサイバー攻撃、従業員の過誤

などにより情報が漏洩した場合、当社グループの社会的信用が著しく低下

し、経営成績や財政状態に重大な影響を及ぼすリスクがあります。これらの

リスクを回避するため、業務フローの厳格な運用、継続的かつ定期的な情報

管理、インサイダー取引防止に関する社内教育の実施、保管データへのアク

セス制限を徹底しています。さらに、コーポレート・ガバナンスの実効性を

高めるため、内部監査体制を整備し、コンプライアンスに関する定期的なチ

ェックと改善を進めています。これにより、適正かつ効率的な事業運営を実

現するとともに、事業基盤の強化を図ってまいります。引き続き、ガバナン

ス体制のさらなる強化を通じて、社会的責任を果たし、企業価値の向上に努

めてまいります。
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(5) 主要な事業内容（2026年３月31日現在）

　当社グループは、主に次の事業を行っております。

１．アカウンティングサービス事業

・個人事業主及び小規模企業に対する記帳代行等の会計サービス

２．コンサルティング事業

・中堅・中小企業向け管理部門支援サービス「エフアンドエムクラ

ブ」

・ISO及びプライバシーマークの認証取得支援

・補助金受給申請支援

・資金繰り改善のための経営改善計画の策定支援

・研修講師派遣サービス

３．ビジネスソリューション事業

・認定支援機関である税理士・公認会計士事務所の対応力向上を支援

する「経営革新等支援機関推進協議会」の運営

・人事労務クラウドソフト「オフィスステーション」シリーズの販売

４．不動産賃貸事業

・当社が所有するオフィスビルの賃貸

５．システム開発事業

・連結子会社エフアンドエムネット株式会社のシステム開発事業等

６．その他事業

・パソコン教室の本部運営及びFC指導事業等
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(6) 主要な営業所（2026年３月31日現在）

①　当社
大阪本社 ：大阪府吹田市
東京本社 ：東京都中央区
名古屋支社：名古屋市中村区
福岡支社 ：福岡市博多区
仙台支社 ：仙台市青葉区
札幌支社 ：札幌市北区
沖縄支社 ：沖縄県那覇市

②　子会社
エフアンドエムネット株式会社
本社 ：大阪府吹田市

事　業　区　分 使　用　人　数 前期末比増減

アカウンティングサービス事業 204（ 31）名 △5（  △2）名

コンサルティング事業 383（ 50）名 14（ △17）名

ビジネスソリューション事業 223（ 62）名 37（   15）名

不 動 産 賃 貸 事 業 －（ －）名 －（   －）名

シ ス テ ム 開 発 事 業 130（  9）名 11（△172）名

そ の 他 事 業 7（  3）名 △1（  △1）名

全 社 43（ 17）名 3（  △5）名

合 計 990（172）名 59（△182）名

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

860（163）名 48（△10）名 37.3歳 7.3年

(7) 使用人の状況（2026年３月31日現在）

①　当社グループの使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外か
ら当社グループへの出向者を含むほか、常用パートを含んでおります。）であり、臨
時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの短期派遣社員は含み、常用パートは除
いております。）は年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２. 全社として記載されている使用人数は、特定の事業に区分できない管理部門に所属し
ているものであります。

②　当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほ
か、常用パートを含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社
からの短期派遣社員は含み、常用パートは除いております。）は年間の平均人員を（　）
外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（2026年３月31日現在）
　該当事項はありません。
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①　発行可能株式総数 50,400,000株
②　発行済株式の総数（自己株式を含む） 15,714,400株
③　株主数 1,940名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 モ リ ナ カ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 6,450,000株 43.60%

ＵＨＰａｒｔｎｅｒｓ２投資事業有限責任組合 1,109,800株 7.50%

エ フ ア ン ド エ ム 従 業 員 持 株 会 711,597株 4.81%

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 583,700株 3.95%

光 通 信 Ｋ Ｋ 投 資 事 業 有 限 責 任 組 合 467,200株 3.16%

光 通 信 株 式 会 社 351,600株 2.38%

ヨ シ ダ ト モ ヒ ロ 351,300株 2.37%

弥 生 株 式 会 社 350,000株 2.37%

森 中 一 郎 303,600株 2.05%

奥 村 美 樹 江 245,300株 1.66%

２．会社の現況
(1) 株式の状況（2026年３月31日現在）

④　大株主（上位10名）

（注）１. 当社は、自己株式を921,897株保有しておりますが、上記大株主からは除外しており
ます。

２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況
① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価とし

て交付された新株予約権の状況
　該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

　該当事項はありません。

③ その他新株予約権等の状況

　該当事項はありません。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 森 中 一 郎
エフアンドエムネット株式会社取締役
株式会社モリナカホールディングス代表取締役

常 務 取 締 役 奥 　 村 　 美 樹 江 コ ー ポ レ ー ト ・ ガ バ ナ ン ス 担 当

取 締 役 田 辺 利 夫 アカウンティングサービス事業担当

取 締 役 原 田 博 実 ビジネススクール事業部事業部長

取 締 役 小 橋 英 治 経 営 サ ポ ー ト 事 業 本 部 本 部 長

取 締 役 上 枝 康 弘 エフアンドエムネット株式会社代表取締役社長

取 締 役
（監査等委員・常勤）

本 橋 信 次 －

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

大 野 長 八 大 野 ア ソ シ エ ー ツ 代 表

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

宗 吉 勝 正
宗 吉 勝 正 税 理 士 事 務 所 所 長
株 式 会 社 上 組 社 外 監 査 役

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

山 本 浩 二
大 阪 学 院 大 学 経 営 学 部 長
テイカ株式会社社外取締役（監査等委員）

(3) 会社役員の状況

①　取締役の状況　　　　　　　　　　　　　　（2026年３月31日現在）

（注）１. 取締役（監査等委員）大野長八氏、宗吉勝正氏及び山本浩二氏は、社外取締役であり

ます。

２. 取締役（監査等委員）本橋信次氏、大野長八氏、宗吉勝正氏及び山本浩二氏は、以下

のとおり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

・本橋信次氏は、子会社であるエフアンドエムネット株式会社の取締役として長年経

営に携わっていた経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており

ます。

・大野長八氏は、経営者としての豊富な経験と高い見識に基づいて、財務及び会計に

関する相当程度の知見を有しております。

・宗吉勝正氏は、税理士の資格を有しております。

・山本浩二氏は、大学等における会計分野に関する研究及び教授等を通じて、財務及

び会計に関する専門的な知見を有しております。

３. 情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために、本橋信次氏

を常勤の監査等委員として選定しております。
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４. 当社は、取締役（監査等委員）大野長八氏、宗吉勝正氏及び山本浩二氏を東京証券取

引所に独立役員として届け出ております。

②　事業年度中に退任した取締役

　2025年６月26日開催の第35期定時株主総会終結の時をもって、取締役

（監査等委員を除く）小林裕明氏は任期満了により退任いたしました。

③　取締役の報酬等

イ. 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、2021年３月11日開催の取締役会において、取締役の個人別の報

酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。なお、当該決定方針の

内容については監査等委員会においても審議され、決議されております。

　また、取締役会は当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬等につい

て、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針

と整合していることや、監査等委員会における審議内容が尊重されている

ことを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しておりま

す。

　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は以下の通りで

す。

ａ．基本報酬に関する方針

　各取締役の基本報酬は、月例の固定金銭報酬とし、当社の業績等を踏

まえ、株主総会で決議した報酬等の総額の範囲内において、各取締役の

役位、職責、職務執行状況等に応じて決定するものと定めております。

ｂ．報酬等の決定の委任に関する事項

　各取締役に支給する金額については、代表取締役社長　森中一郎氏に

基本報酬の額の決定を委任しております。委任した理由は、当社の業績

等を勘案しつつ、各取締役の職務執行状況等の評価を行うには代表取締

役社長が適していると判断したためです。
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区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く ） ７名 101百万円

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

４名
(３名）

20百万円
（７百万円）

合 計
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

11名
（３名）

122百万円
（７百万円）

ロ. 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役（監査等委員を除く）の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は

含まれておりません。

２. 取締役の報酬限度額は、2015年６月25日開催の第25期定時株主総会において、取締役

（監査等委員を除く）について年額200百万円以内（ただし、使用人分給与は含まな

い）、取締役（監査等委員）について年額30百万円以内と決議いただいております。

当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く）の員数は７名、取締役（監査等

委員）の員数は３名です。

３. 上記には、2025年６月26日開催の第35期定時株主総会終結の時をもって退任した取締

役（監査等委員を除く）１名を含んでおります。

④　社外役員に関する事項

イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当該他の法人等との関係

・取締役（監査等委員）大野長八氏は、大野アソシエーツ代表でありま

す。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役（監査等委員）宗吉勝正氏は、宗吉勝正税理士事務所所長及び

株式会社上組の社外監査役であります。当社と各兼職先との間には特

別の関係はありません。

・取締役（監査等委員）山本浩二氏は、大阪学院大学経営学部長であ

り、テイカ株式会社の社外取締役（監査等委員）でもあります。当社

と各兼職先との間には特別の関係はありません。

ロ. 会社又は会社の特定関係事業者の業務執行者又は業務執行者でない役

員との親族関係

　該当事項はありません。
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出席状況、発言状況及び

社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役（監査等委員）

大野　長八

当事業年度に開催された取締役会15回の全てに、また、監査等

委員会８回の全てに出席いたしました。

経営者としての豊富な経験と経営に関する幅広い知見から、公

正中立な監督・助言を行っております。また、取締役会におい

て取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言

を行っており、監査等委員会において、当社の内部監査につい

て適宜必要な発言を行っております。

取締役（監査等委員）

宗吉　勝正

当事業年度に開催された取締役会15回の全てに、また、監査等

委員会８回の全てに出席いたしました。

税理士としての専門的な知識と経験から、財務・会計に関する

客観的・中立的立場での監督・助言を行っております。また、

取締役会において取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保

するための発言を行っており、監査等委員会において、監査結

果についての意見交換等、専門的見地から適宜必要な発言を行

っております。

取締役（監査等委員）

山本　浩二

当事業年度に開催された取締役会15回のうち13回に、また、監

査等委員会８回のうち６回に出席いたしました。

大学教授としての専門的な知識と経験から、会計・マネジメン

トに関する客観的・中立的立場での監督・助言を行っておりま

す。また、取締役会において取締役会の意思決定の妥当性・適

正性を確保するための発言を行っており、監査等委員会におい

て、監査結果についての意見交換等、専門的見地から適宜必要

な発言を行っております。

ハ. 当事業年度における主な活動状況

ニ. 責任限定契約の内容の概要

当社と各社外取締役は、当社定款及び会社法第427条第１項の規定に

基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し

ております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425

条第１項に定める額としております。
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 20,240千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の

財産上の利益の合計額
20,240千円

(4) 会計監査人の状況

①　名称 仰星監査法人

②　報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見

積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計

監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容

　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必

要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不

再任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定め

る項目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、

会計監査人を解任します。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員

は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任し

た旨と解任の理由を報告いたします。

－ 23 －



(5) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制その他会社の業務の適正を確保するための体制

　当社は、内部統制システムを以下のとおり整備しております。

１. 取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

　当社は、信頼される誠実な企業であるために、コンプライアンスの統括

責任者としてコンプライアンス担当取締役を任命し、全社的な取り組みを

横断的に統括するコンプライアンス法務室を総務部の中に設置する。コン

プライアンス・ホットラインによりコンプライアンス体制の整備と問題点

の把握に努め、その運営にあたっては、公益通報者保護法を遵守し、通報

者に不利益がないことを確保する。

２. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、文書管理・保存に関する統括責任者として担当取締役を任命

し、文書管理規程に基づいて、取締役の職務執行に係る情報その他重要な

情報を文書又は電磁的媒体（以下、文書等という。）に記録し、各々の担

当職務に従い適切に保存しかつ管理する。取締役は、常時、これらの文書

等を閲覧できるものとし、文書管理規程の改定については取締役会の承認

を得るものとする。

３. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、会社のリスクに関する統括責任者として担当取締役を任命し、

リスク管理担当取締役を補佐する統括責任部署を総務部とし、組織横断的

リスク状況の監視並びに全社的対応を行う。リスク管理担当取締役は、必

要に応じて全社的リスク管理の進捗状況と内部監査の結果を、取締役会及

び監査等委員会へ報告する。

４. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会は、取締役の中から各取締役の職務執行の効率性に関する統括

責任者として担当取締役を任命する。担当取締役は、各取締役の職務執行

の効率性に関するレビューを行い、必要に応じてその結果を取締役会へ報

告する。
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５. 当社並びに子会社から成る企業集団（グループ）における業務の適正を

確保するための体制

　当社は、当社及びグループ会社における業務の適正を確保するために、

統括責任者として担当取締役を任命する。子会社を管掌する役員又は本部

長は、当社及びグループ各社間での業務の適正確保に関する協議、情報の

共有化、指示・要請の伝達等を行い、必要に応じて改善策の指導、実施の

支援・助言を行うことができる。子会社を管掌する取締役又は本部長、及

び子会社社長は、各部門の業務の適正を確保する制度の確立と運用の権限

と責任を有する。子会社を管掌する取締役又は本部長は、子会社に対し子

会社の取締役及び従業員の職務の執行に係る事項の当社への報告を求め、

それらが効率的に行われること、法令及び定款に適合することを確保する

とともに、損失の危険を監視し、業務の適正管理に努める。

６. 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び従業員に関する事項

　監査等委員会は、必要に応じて取締役及び管理本部所属の従業員に監査

業務に必要な事項を命令することができるものとする。

７. 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び従業員の他の取締役（監査

等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項

　監査等委員である取締役より監査業務に必要な命令を受けた管理本部所

属の従業員は、その命令に関して、取締役（監査等委員である取締役を除

く。）、管理本部長等の指揮命令を受けないものとする。

８. 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び従業員に対する指示の実効

性の確保に関する事項

　当社は、監査等委員会の職務を補助すべき従業員に関し、監査等委員会

の指揮命令に従う旨を当社の取締役及び従業員に周知徹底する。

９. 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び従業員、子会社

の取締役、監査役、従業員又はこれらの者から報告を受けた者が当社の

監査等委員会に報告をするための体制

　当社の取締役及び従業員、当社の子会社の取締役、監査役、従業員又は

これらの者から報告を受けた者は、監査等委員会に対して、法定の事項に

加え、当社及びグループ各社に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施

状況、コンプライアンス・ホットラインによる通報状況及びその内容をす

みやかに報告する。報告の方法については、取締役会と監査等委員会との

協議により決定した方法によるものとする。
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10. 監査等委員会への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利

な取扱いを受けないことを確保するための体制

　当社は、公益通報者保護法を遵守し、監査等委員会への報告を行った通

報者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを

禁止し、その旨を当社及び子会社の取締役及び従業員に周知徹底し、通報

者に不利益がないことを確保する。

11. 監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限

る。）について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執

行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払い等の

請求をしたときは、担当部門において審議のうえ、速やかに当該費用又は

債務を処理する。

12. 監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査等委員会は、必要に応じて各業務執行取締役及び重要な各従業員か

らのヒアリングを行うことができるものとする。また、代表取締役社長、

会計監査人それぞれとの間で定期的に意見交換会を開催することができ

る。監査等委員会の過半数は社外取締役とし、対外透明性を担保するもの

とする。監査等委員会は、独自に意見形成するため、監査の実施にあたり

必要と認めるときは、自らの判断で、法律事務所、公認会計士、コンサル

タントその他の外部アドバイザーを積極的に活用することができる。

13. 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、反社会的勢力排除につき、反社会的勢力隔絶のための対策指針

に明文化する。反社会的勢力対応部署を設置する。対応に際しては、代表

取締役社長以下、組織全体として対応する。反社会的勢力による不当要求

に備えて、平素から、警察、暴力追放運動推進センター、弁護士等の外部

の専門機関と緊密な連携関係を構築する。また、不当要求の際には、民事

と刑事の両面から法的対応を行い、対応する従業員の安全を確保する。反

社会的勢力とは、取引関係を含めて、一切の関係をもたない。また、反社

会的勢力による不当要求は拒絶する。反社会的勢力への資金提供は、絶対

に行わない。反社会的勢力による不当要求が、事業活動上の不祥事や従業

員の不祥事を理由とする場合であっても、事案を隠ぺいするための裏取引

を絶対に行わない。
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②　内部統制システムの運用状況の概要

当社は、内部統制システムを次のとおり運用しております。

１. 取締役会の監督機能を強化し、コーポレート・ガバナンスの一層の充実

を図ることを目的に監査等委員会設置会社の体制を選択しております。

２. 当期は定例を含め15回の取締役会を開催し、経営方針及び経営戦略に係

る重要事項の決定並びに各取締役の業務執行状況の監督を行いました。

３. 全社員に対しては、ウェブシステムによるコンプライアンステストを営

業日に隔日で配信するなど、法令順守に向けた取り組みを継続的に実施

しております。

(6) 会社の支配に関する基本方針

　当社は、財務及び事業の方針の決定を支配する者は、安定的な成長を目指

し、企業価値の極大化・株主共同の利益の増強に経営資源の集中を図るべき

と考えております。

　現時点では特別な買収防衛策は導入いたしておりませんが、今後も引き続

き社会情勢等の変化を注視しつつ弾力的な検討を行ってまいります。

(7) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつと位置

付けたうえで、財務体質の強化と積極的な事業展開に必要な内部留保の充実

を勘案し、安定した配当政策を実施することを基本方針としています。今後

も、中長期的な視点にたって、成長が見込まれる事業分野に経営資源を投入

することにより持続的な成長と企業価値の向上並びに株主価値の増大に努め

てまいります。

　当事業年度の期末配当金につきましては、１株につき30円といたしたく、

2026年６月25日開催の当社第36期定時株主総会に付議する予定です。
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（2026年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売掛金及び契約資産

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

工具、器具及び備品

土 地

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

滞 留 債 権

差 入 保 証 金

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

8,736,003

6,740,850

1,644,323

100,000

2,104

53

5,733

281,363

△38,425

11,906,110

2,788,037

1,285,577

220,833

1,281,627

6,876,853

8

6,387,715

489,128

2,241,220

898,837

615,767

122,857

153,432

514,642

20,501

△84,818
　

流 動 負 債 5,037,767

買 掛 金 9,521

未 払 法 人 税 等 893,023

賞 与 引 当 金 1,060,540

契 約 負 債 1,059,953

そ の 他 2,014,727

固 定 負 債 180,903

退職給付に係る負債 115,901

負 の の れ ん 189

そ の 他 64,812

負 債 合 計 5,218,670

純 資 産 の 部

株 主 資 本 15,391,000

資 本 金 989,650

資 本 剰 余 金 2,467,459

利 益 剰 余 金 12,157,719

自 己 株 式 △223,828

その他の包括利益累計額 32,442

その他有価証券評価差額金 32,442

純 資 産 合 計 15,423,443

資 産 合 計 20,642,114 負 債 ・ 純 資 産 合 計 20,642,114

連 結 貸 借 対 照 表
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（ 2025年４月１日から
2026年３月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 20,807,672

売 上 原 価 6,733,387

売 上 総 利 益 14,074,285

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,215,690

営 業 利 益 3,858,594

営 業 外 収 益

受 取 利 息 19,367

有 価 証 券 利 息 13,630

受 取 配 当 金 1,248

助 成 金 収 入 2,279

除 斥 配 当 金 受 入 益 753

そ の 他 4,512 41,790

経 常 利 益 3,900,385

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 82

保 険 解 約 返 戻 金 2,152 2,235

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 0

投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,000 1,000

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,901,621

法人税、住民税及び事業税 1,295,750

法 人 税 等 調 整 額 △219,840 1,075,910

当 期 純 利 益 2,825,711

親会社株主に帰属する当期純利益 2,825,711

連 結 損 益 計 算 書
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（ 2025年４月１日から
2026年３月31日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本
その他の包括利

益累計額
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 989,650 2,467,459 9,938,502 △223,659 13,171,952 41,581 13,213,534

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △606,493 － △606,493 － △606,493

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

－ － 2,825,711 － 2,825,711 － 2,825,711

自 己 株 式 の 取 得 － － － △169 △169 － △169

自 己 株 式 の 処 分 － － － － － － －

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当連結会計年度変動額(純額)

－ － － － － △9,139 △9,139

当連結会計年度変動額合計 － － 2,219,217 △169 2,219,048 △9,139 2,209,908

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 989,650 2,467,459 12,157,719 △223,828 15,391,000 32,442 15,423,443

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数 １社

・連結子会社の名称 エフアンドエムネット株式会社

(2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

（イ）満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）を採用しております。

（ロ）その他有価証券

・市場価格のない株式等 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

　以外のもの 売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま

す。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．棚卸資産 当社の商品は月次総平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）、連結子会社の仕掛品は個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）によっており、貯蔵品は当社及び

連結子会社とも最終仕入原価法による原価法によって

おります。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産 定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物は定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ６～50年

工具、器具及び備品 ２～15年
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ロ．無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。

③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

ロ．賞与引当金 当社及び連結子会社は従業員の賞与支給に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法

　当社及び連結子会社は、前払退職金、退職一時金及び選択制確定拠出年金を選択できる

制度を採用しております。

　退職一時金については、従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る負債及び退職

給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用

いた簡便法を適用しております。

　確定拠出年金制度については、要拠出額をもって費用処理しております。

⑤　収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の、顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な

履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は

以下のとおりであります。

・アカウンティングサービス事業

ⅰ）記帳代行サービス

　主に個人事業主である会員顧客に対して記帳代行サービスの提供を行っており、サ

ービスの利用回数や従量に対し制約や制限等は無く、当社の履行義務は顧客がいつで

もサービスを利用できる機会を提供することであると判断しております。そのため月

額固定で発生するサービス利用料を各月の収益として計上しております。

ⅱ）業務受託

　税理士事務所から顧客の確定申告に必要な情報確認及び書類回収等の業務を受託し

ております。契約の時点で必要となる履行義務を見積り、当該履行義務の進捗割合に

応じて収益を計上しております。

・コンサルティング事業

ⅰ）管理部門支援サービス

　会員企業に対して管理部門支援サービスを行っております。サービスの利用回数や

従量に対し制約や制限等は無く、当社の履行義務は顧客がいつでもサービスを利用で

きる機会を提供することであると判断しております。そのため月額固定で発生するサ

ービス利用料を各月の収益として計上しております。
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ⅱ）補助金申請支援

　「ものづくり補助金」「中堅・中小成長投資補助金」をはじめとした補助金受給申

請支援等における当社の履行義務は、申請書やその他提出書類のチェック及び精度を

高めるためのアドバイス等であり、採択をもって履行義務が充足すると判断しており

ます。そのため成功報酬については採択発表の属する月に収益を計上しております。

ⅲ）教育研修支援

　企業・組織に講師を派遣する講師派遣型の研修サービスを提供しており、研修の実

施をもって履行義務が充足すると判断しております。そのため、研修を実施した月に

収益を計上しております。

ⅳ）商品仕入販売

　商品の仕入販売において、当社は第三者のために代理人として取引を行っていると

判断しております。そのため顧客から受け取る対価から他の当事者に支払う額を控除

した純額を収益として認識しております。

・ビジネスソリューション事業

ⅰ）コンサルティングサービス

　「経営革新等支援機関推進協議会」等の士業向けコンサルティングを行っておりま

す。サービスの利用回数や従量に対し制約や制限等は無く、当社の履行義務は顧客が

いつでもサービスを利用できる機会を提供することであると判断しております。その

ため月額固定で発生するサービス利用料を各月の収益として計上しております。

ⅱ）ライセンス供与

　「オフィスステーション」シリーズの販売において、販売経路を問わず、ライセン

スを顧客に供与する際の約束の性質がライセンス期間にわたり知的財産にアクセスす

る権利である契約については、一定の期間にわたり収益を認識しております。また、

ライセンスが供与される時点で知的財産を使用する権利を販売する契約については一

時点で収益を認識しております。

　なお、上記の各事業の収益は、顧客との契約に係る取引価格で測定しております。ま

た、取引の対価は履行義務を充足してから概ね１ヶ月以内に受領しており、重大な金融要

素は含んでおりません。

⑥ のれん及び負ののれんの償却方法及び償却期間

　のれん及び2010年３月31日以前に発生した負ののれんの償却については、20年間の定額

法により償却を行っております。

２．重要な会計上の見積りに関する注記

（固定資産の減損処理）

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

オフィスステーション事業に帰属するソフトウエア　4,590,700千円
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(1)有形固定資産の減価償却累計額 1,804,853千円

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 15,714,400株 －株 －株 15,714,400株

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当

該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を

下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上

しております。

　減損の兆候の把握、減損損失の認識の判定及び測定に利用するビジネスソリューション

事業に属する「企業・士業向けITソリューションの提供」（オフィスステーション事業）

の事業計画においては、人事労務クラウドソフト「オフィスステーション」シリーズの市

場シェア拡大における販売数量の増加、並びに市場需要の変化を見込んだ付加価値商材に

よる販売単価上昇、また人事労務クラウド市場全体の成長を主な仮定としております。

　減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定に当たっては慎重に検討しておりますが、

事業計画や市場環境の変化により、その見積り額の前提とした条件や仮定に変更が生じた

場合、減損処理が必要となる可能性があります。

　なお、当連結会計年度においては減損損失を計上しておりません。

３．連結貸借対照表に関する注記

(2)売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、「８．

収益認識に関する注記　(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解

するための情報　① 契約資産及び契約負債の残高」に記載しております。

(3)その他（流動負債）のうち、契約負債の金額は、「８．収益認識に関する注記　(3) 当連

結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報　① 契約資産及び

契約負債の残高」に記載しております。

４．連結損益計算書に関する注記

顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載してお

りません。顧客との契約から生じる収益の金額は、「８．収益認識に関する注記　(1) 顧客と

の契約から生じる収益を分解した情報」に記載しております。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項
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株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 921,831株 66株 －株 921,897株

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
１ 株 当 た り

配 当 額
基 準 日 効力発生日

2025年６月26日

定 時 株 主 総 会
普通株式 295,851千円 20円 2025年３月31日 2025年６月27日

2025年10月11日

取 締 役 会
普通株式 310,642千円 21円 2025年９月30日 2025年12月１日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり

配 当 額
基 準 日 効力発生日

202 6年６月25日

定 時 株 主 総 会
普通株式 利益剰余金 443,775千円 30円 2026年３月31日 2026年６月26日

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の総数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については、短期的な預金や安定的に運用益を確保できる金

融資産に限定し、また、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達し

ております。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である売掛金及び契約資産は、顧客の信用リスクに晒されております。

　有価証券及び投資有価証券は、満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株

式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である未払金及び買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日でありま

す。
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③ 金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、各事業部門における営業管理部が

主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理す

るとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

　満期保有目的の債券は、資金運用管理規程に従い、格付の高い債券のみを対象として

いるため、信用リスクは僅少であります。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、有価証券及び投資有価証券について、定期的に時価や発行体（取引先企業）

の財務状況等を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引

先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新すると

ともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社に

おいても同様の管理を行っております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

有価証券及び投資有価証券 998,733 943,145 △55,587

　資産計 998,733 943,145 △55,587

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 103

１年以内

（千円）

１年超５年以内

（千円）

５年超10年以内

（千円）

10年超

（千円）

売掛金及び契約資産 1,644,323 － － －

有価証券及び投資有価証券

　満期保有目的の債券（社債） 100,000 450,000 300,000 100,000

合計 1,744,323 450,000 300,000 100,000

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません（（注

１）参照）。また、現金は注記を省略しており、「預金」、「売掛金及び契約資産」、「買

掛金」、「未払法人税等」は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、

注記を省略しております。

(注１) 市場価格のない株式等

　これらについては、「有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

(注２) 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の）相場価格により

算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察ができないインプットを使用して算定した時価
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

株式 68,270 － － 68,270

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

　満期保有目的の債券

社債 － 874,875 － 874,875

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：千円）

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

有価証券及び投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されてい

るため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している社

債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、そ

の時価をレベル２の時価に分類しております。
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賃貸収益 賃貸費用 差額
その他

（売却損益等）

賃貸等不動産として使用

される部分を含む不動産
108,694 87,032 21,661 －

連結貸借対照表計上額
当 連 結 会 計

年度末の時価
当 連 結 会 計

年度期首残高

当 連 結 会 計

年 度 増 減 額

当 連 結 会 計

年 度 末 残 高

賃貸等不動産として使用

される部分を含む不動産
2,062,636 31,764 2,094,400 2,313,000

７．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社グループでは、大阪府において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸オフィスビ

ルを所有しております。なお、当該賃貸オフィスビルの一部については、当社及び一部の

連結子会社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産として

おります。

　当連結会計年度における賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する損益

は、次のとおりであります。

（単位：千円）

(注) 賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産には、サービスの提供及び経営管

理として当社及び一部の連結子会社が使用している部分も含むため、当該部分の賃

貸収益は、計上されておりません。なお、当該不動産に係る費用(減価償却費、修繕

費、保険料、租税公課等）については、賃貸費用に含まれております。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

　当該賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する連結貸借対照表計上額、

当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：千円）

(注１) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額でありま

す。

(注２) 当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は設備投資（109,760千円）であり、主

な減少額は減価償却（77,995千円）であります。

(注３) 当連結会計年度末の時価は、不動産鑑定士による不動産鑑定評価書（時点修正によ

る意見書含む）に基づく金額であります。
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（注）
１

報告セグメント

その他
（注）２

合計
アカウン
ティング
サービス
事業

コンサル
ティング
事業

ビジネス
ソリュー
ション事

業

不動産賃
貸事業

システ
ム開発
事業

計

① 232,248 2,739,783 1,654,830 － 184,819 4,811,681 58,657 4,870,338

② 5,272,679 5,452,318 4,869,693 － 233,948 15,828,639 － 15,828,639

③ 5,504,927 8,192,101 6,524,523 － 418,768 20,640,320 58,657 20,698,978

④ － － － 108,694 － 108,694 － 108,694

⑤ 5,504,927 8,192,101 6,524,523 108,694 418,768 20,749,015 58,657 20,807,672

８．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

　当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

（単位：千円）

（注１） 以下の情報を表しております。

①　一時点で移転される財又はサービス

②　一定の期間にわたり移転される財又はサービス

③　顧客との契約から生じる収益

④　その他の収益

⑤　外部顧客への売上高

（注２） 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、パソコ

ン教室の運営及びFC指導事業等を含んでおります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　(4) 会計方針に関

する事項　⑤ 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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区分 当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高）

　売掛金 1,108,759

1,108,759

顧客との契約から生じた債権（期末残高）

　売掛金 1,631,593

1,631,593

契約資産（期首残高） 14,984

契約資産（期末残高） 12,730

契約負債（期首残高） 835,004

契約負債（期末残高） 1,059,953

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①　契約資産及び契約負債の残高

　顧客との契約から生じた契約資産と契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおり

であります。

（単位：千円）

　契約資産は、期末日時点で完了している契約のうち、進捗度の測定に基づいて認識した

収益にかかる未請求の対価に対する当社グループの権利の残高であります。契約資産は、

対価に対する当社グループの権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に

振替えられます。

　契約負債は主に、当社グループがサービス提供を行う前に顧客から受け取った対価であ

り、期末時点において履行義務を充足していない残高であります。

　当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたもの

は、763,313千円であります。

②　残存履行義務に配分した取引価格

　当連結会計年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は1,101,266千円

であり、当社グループは、当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて１年から

５年の間で収益を認識することを見込んでおります。

　なお、当初の予想期間が１年以内の契約であるものについては、実務上の便法を適用

し、記載を省略しております。
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(1) １株当たり純資産額 1,042円65銭

(2) １株当たり当期純利益 191円02銭

期首残高 6,836千円

当連結会計年度の負担に属する償却額 2,020千円

期末残高 8,836千円

９．１株当たり情報に関する注記

10．資産除去債務に関する注記

(1)当該資産除去債務の概要

　当社グループは、大阪、東京、名古屋、福岡、仙台、札幌、沖縄地域に支社等として賃

借物件を使用しており、また、近畿圏にてパソコン教室として６店舗の賃借物件を使用し

ております。これらの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

(2)当該資産除去債務の金額の算定方法

　当連結会計年度における資産除去債務は、負債計上に代えて、当該賃貸契約に関連する

敷金及び保証金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのう

ち当連結会計年度の負担に属する金額を費用に計上する簡便的な方法によっております。

　なお、使用見込期間は15年から20年と見積っております。

(3)当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

11．その他の注記

　連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書に記載の金額は、千円未満を

切り捨てて表示しております。
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（2026年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売掛金及び契約資産

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

繰 延 税 金 資 産

滞 留 債 権

差 入 保 証 金

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

8,506,165

6,709,467

1,454,698

100,000

2,104

5,724

196,975

16,446

59,536

△38,787

12,672,732

2,737,063

1,278,037

177,398

1,281,627

7,749,081

7,670,910

78,170

2,186,587

898,837

89,617

710

471,516

122,720

153,432

514,642

19,791

△84,682
　

流 動 負 債 4,777,419

買 掛 金 9,375

未 払 金 1,005,408

未 払 費 用 462,813

未 払 法 人 税 等 876,896

未 払 消 費 税 等 308,599

契 約 負 債 1,059,396

預 り 金 160,244

賞 与 引 当 金 874,344

そ の 他 20,339

固 定 負 債 171,955

退 職 給 付 引 当 金 105,250

預 り 保 証 金 66,704

負 債 合 計 4,949,374

純 資 産 の 部

株 主 資 本 16,197,080

資 本 金 989,650

資 本 剰 余 金 2,467,459

資 本 準 備 金 370,149

そ の 他 資 本 剰 余 金 2,097,309

利 益 剰 余 金 12,963,799

そ の 他 利 益 剰 余 金 12,963,799

繰 越 利 益 剰 余 金 12,963,799

自 己 株 式 △223,828

評 価 ・ 換 算 差 額 等 32,442

その他有価証券評価差額金 32,442

純 資 産 合 計 16,229,522

資 産 合 計 21,178,897 負 債 ・ 純 資 産 合 計 21,178,897

貸　借　対　照　表
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（ 2025年４月１日から
2026年３月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 20,408,275

売 上 原 価 6,020,784

売 上 総 利 益 14,387,490

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,306,817

営 業 利 益 4,080,673

営 業 外 収 益

受 取 利 息 18,879

有 価 証 券 利 息 13,630

受 取 配 当 金 1,248

助 成 金 収 入 597

除 斥 配 当 金 受 入 益 753

雑 収 入 1,574 36,683

経 常 利 益 4,117,356

特 別 利 益

保 険 解 約 返 戻 金 2,152 2,152

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 0

投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,000 1,000

税 引 前 当 期 純 利 益 4,118,509

法人税、住民税及び事業税 1,267,517

法 人 税 等 調 整 額 △182,890 1,084,626

当 期 純 利 益 3,033,882

損　益　計　算　書
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（ 2025年４月１日から
2026年３月31日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計

その他利益剰余金 利 益 剰 余 金
合 計繰 越 利 益 剰 余 金

当 期 首 残 高 989,650 370,149 2,097,309 2,467,459 10,536,410 10,536,410

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － △606,493 △606,493

当 期 純 利 益 － － － － 3,033,882 3,033,882

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － －

自 己 株 式 の 処 分 － － － － － －

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

－ － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 2,427,388 2,427,388

当 期 末 残 高 989,650 370,149 2,097,309 2,467,459 12,963,799 12,963,799

株 主 資 本
評 価 ・ 換 算
差 額 等

純 資 産 合 計

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 △223,659 13,769,860 41,581 13,811,442

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － △606,493 － △606,493

当 期 純 利 益 － 3,033,882 － 3,033,882

自 己 株 式 の 取 得 △169 △169 － △169

自 己 株 式 の 処 分 － － － －

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

－ － △9,139 △9,139

当 期 変 動 額 合 計 △169 2,427,219 △9,139 2,418,080

当 期 末 残 高 △223,828 16,197,080 32,442 16,229,522

株主資本等変動計算書
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

②　有価証券

イ．満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）を採用しております。

ロ．その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用して

おります。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

③　棚卸資産

・商品 月次総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物は定額法によっており

ます。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ６～50年

工具、器具及び備品 ２～15年

②　無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づいております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。
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③　退職給付引当金 当社は、前払退職金、退職一時金及び選択制確定拠

出年金を選択できる制度を採用しております。

退職一時金については、従業員の退職給付に備える

ため、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債

務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

確定拠出年金制度については、要拠出額をもって費

用処理しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりでありま

す。

・アカウンティングサービス事業

ⅰ）記帳代行サービス

　主に個人事業主である会員顧客に対して記帳代行サービスの提供を行っており、サ

ービスの利用回数や従量に対し制約や制限等は無く、当社の履行義務は顧客がいつで

もサービスを利用できる機会を提供することであると判断しております。そのため月

額固定で発生するサービス利用料を各月の収益として計上しております。

ⅱ）業務受託

　税理士事務所から顧客の確定申告に必要な情報確認及び書類回収等の業務を受託し

ております。契約の時点で必要となる履行義務を見積り、当該履行義務の進捗割合に

応じて収益を計上しております。

・コンサルティング事業

ⅰ）管理部門支援サービス

　会員企業に対して管理部門支援サービスを行っております。サービスの利用回数や

従量に対し制約や制限等は無く、当社の履行義務は顧客がいつでもサービスを利用で

きる機会を提供することであると判断しております。そのため月額固定で発生するサ

ービス利用料を各月の収益として計上しております。

ⅱ）補助金申請支援

　「ものづくり補助金」「中堅・中小成長投資補助金」をはじめとした補助金受給申

請支援等における当社の履行義務は、申請書やその他提出書類のチェック及び精度を

高めるためのアドバイス等であり、採択をもって履行義務が充足すると判断しており

ます。そのため成功報酬については採択発表の属する月に収益を計上しております。

ⅲ）教育研修支援

　企業・組織に講師を派遣する講師派遣型の研修サービスを提供しており、研修の実

施をもって履行義務が充足すると判断しております。そのため、研修を実施した月に

収益を計上しております。
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ⅳ）商品仕入販売

　商品の仕入販売において、当社は第三者のために代理人として取引を行っていると

判断しております。そのため顧客から受け取る対価から他の当事者に支払う額を控除

した純額を収益として認識しております。

・ビジネスソリューション事業

ⅰ）コンサルティングサービス

　「経営革新等支援機関推進協議会」等の士業向けコンサルティングを行っておりま

す。サービスの利用回数や従量に対し制約や制限等は無く、当社の履行義務は顧客が

いつでもサービスを利用できる機会を提供することであると判断しております。その

ため月額固定で発生するサービス利用料を各月の収益として計上しております。

ⅱ）ライセンス供与

　「オフィスステーション」シリーズの販売において、販売経路を問わず、ライセン

スを顧客に供与する際の約束の性質がライセンス期間にわたり知的財産にアクセスす

る権利である契約については、一定の期間にわたり収益を認識しております。また、

ライセンスが供与される時点で知的財産を使用する権利を販売する契約については一

時点で収益を認識しております。

　なお、上記の各事業の収益は、顧客との契約に係る取引価格で測定しております。ま

た、取引の対価は履行義務を充足してから概ね１ヶ月以内に受領しており、重大な金融要

素は含んでおりません。

２．重要な会計上の見積りに関する注記

（固定資産の減損処理）

①　当事業年度の計算書類に計上した金額

オフィスステーション事業に帰属するソフトウエア　5,441,516千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　①の金額の算出方法は、連結注記表「２．重要な会計上の見積りに関する注記」の内容

と同一であります。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 1,714,221千円

①　短期金銭債権 6,846千円

②　短期金銭債務 515,082千円

(1) 営業取引高

①　売上高 22,270千円

②　売上原価 －千円

③　販売費及び一般管理費 666,566千円

(2) 営業取引以外の取引高

　　ソフトウエアの取得 3,842,973千円

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 921,831株 66株 －株 921,897株

繰延税金資産

貸倒引当金 40,851千円

賞与引当金 275,593千円

未払事業税 57,572千円

未払事業所税 4,671千円

未払費用 47,064千円

契約負債 881千円

投資有価証券評価損 8,372千円

土地固定資産税等相当額 1,929千円

減価償却超過額 2,471千円

退職給付引当金 33,175千円

その他 2,732千円

繰延税金資産小計 475,315千円

評価性引当額 －千円

繰延税金資産合計 475,315千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △3,799千円

繰延税金負債合計 △3,799千円

繰延税金資産の純額 471,516千円

３．貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類
会社等の

名 称

議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事者

との関係
取 引 内 容

取引金額

( 千 円 )
科 目

期末残高

( 千 円 )

子 会 社
エフアンドエム

ネット株式会社

所有

直接

100.0％

役員の兼任

ソフトウエアの

取 得 （ 注 ）
3,842,973

未 払 金 515,082
シ ス テ ム

保守料等（注）
666,566

(1) １株当たり純資産額 1,097円15銭

(2) １株当たり当期純利益 205円10銭

７．リースにより使用する固定資産に関する注記

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

８．関連当事者との取引に関する注記

子会社

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）価格その他の取引条件は、他の外注先との取引条件を勘案し、その都度交渉の上で決

定しております。

９．収益認識に関する注記

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　８.収益

認識に関する注記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記

11．その他の注記

　貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書に記載の金額は、千円未満を切り捨てて表

示しております。
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指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 里　見 　優

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 立　石 　浩　将

独立監査人の監査報告書
2026年５月15日

株式会社エフアンドエム

取締役会　御中

仰星監査法人

大阪事務所

　監査意見

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社エフアンドエムの2025年４月１日から2026年３月

31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算

書及び連結注記表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社エフアンドエム及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状

況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我

が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従

って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監

査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す

ることにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の

職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその

他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の

記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ

と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにあ

る。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を

報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意

見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結

計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査

手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分

かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す

る。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理

性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠

に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる

かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計

算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場

合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日

までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる

可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が

基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証

拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監

督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じてい

る場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について

報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以上
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指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 里　見 　優

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 立　石 　浩　将

独立監査人の監査報告書

2026年５月15日

株式会社エフアンドエム

取締役会　御中

仰星監査法人

大阪事務所

　監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エフアンドエムの2025年４月１日から2026

年３月31日までの第36期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が

国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従っ

て、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表

明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す

ることにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の

職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他

の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記

載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま

た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を

報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を

表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類

等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査

手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分

かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理

性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に

基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか

どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類

等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、

計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入

手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性が

ある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎と

なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じてい

る場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について

報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上
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監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第36期事業
年度における取締役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果に
ついて以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事
項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体
制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運
用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部

統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等から
その職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求
め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務
及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会
社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方
針については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その
内容について検討を加えました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人
から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。

監査等委員会の監査報告
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反

する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び
取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配す
る者の在り方に関する基本方針は相当であると認めます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

常勤監査等委員 本 橋 信 次 ㊞

監 査 等 委 員 大 野 長 八 ㊞

監 査 等 委 員 宗 吉 勝 正 ㊞

監 査 等 委 員 山 本 浩 二 ㊞

2026年５月18日

株式会社エフアンドエム　監査等委員会

（注）監査等委員大野長八、宗吉勝正及び山本浩二は、会社法第２条第15号
及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

　第36期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を

勘案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金30円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は443,775,090円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　2026年６月26日といたしたいと存じます。
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候補者
番　号

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

１

再任

もり

森

 

　
なか

中

 

　
いち

一

 

　
ろう

郎

(1961年２月13日生)

　

1990年７月 当社設立
当社代表取締役社長（現任）

2000年９月 エフアンドエムネット株式会社取
締役（現任）

2009年11月 合同会社モリナカホールディング
ス代表社員

2024年３月 株式会社モリナカホールディング
ス代表取締役（現任）

303,600株

（重要な兼職の状況）
エフアンドエムネット株式会社取締役
株式会社モリナカホールディングス代表取締役

【選任理由】
当社の設立以来、代表取締役社長として当社の指揮を執り、株式の上場やグループ経
営の推進など、企業価値向上に資する様々な経営課題に取り組んでまいりました。企
業経営者としての豊富な経験・実績を有するとともに今後も強力なリーダーシップが
期待できることから、引き続き取締役候補者といたしました。

２

再任

おく

奥

 

　
むら

村

 

　
み

美
き

樹
え

江
(1964年１月30日生)

　

1990年７月 当社入社

1991年６月 当社取締役

2001年５月 当社内部監査室室長

2005年４月 当社アウトソーシング事業（現アカ

ウンティングサービス事業）管掌

2006年６月 当社常務取締役

2008年８月 当社金融法人企画本部長

2009年６月 当社常勤監査役

2011年６月 当社取締役

2012年４月 当社管理本部管掌

2023年４月 当社常務取締役（現任）

2025年４月 当社コーポレート・ガバナンス担

当（現任）

245,300株

【選任理由】
当社の設立とともに入社し、1991年６月から当社の取締役として経営に携わってお
り、また内部監査領域や管理部門の業務を担当するなど、当社の経営改善や業務効率
化に貢献してまいりました。これらの豊富な経験と知見を有することから、当社が今
後も社会的責任を果たし、企業価値向上を実現するうえで適切な人材であると判断
し、引き続き取締役候補者といたしました。

第２号議案　取締役(監査等委員である取締役を除く。)７名選任の件

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員
（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、さら
なる経営体制の強化を図るため取締役１名を増員することとし、取締役７名の選
任をお願いするものであります。
なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされましたが、意見は

ございませんでした。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

３

再任

た

田

 

　
なべ

辺

 

　
とし

利

 

　
お

夫
(1960年12月７日生)

　

1992年12月 当社入社

1999年４月 当社アウトソーシング事業本部長

1999年６月 当社取締役

2000年４月 当社アウトソーシング事業本部長

2001年５月 当社アウトソーシング事業管掌

2003年４月 当社アウトソーシング事業本部長

兼名古屋支社長

2005年４月 当社管理本部長

2007年６月 当社常勤監査役

2009年６月 当社取締役（現任）

2009年６月 当社管理本部長

2016年４月 当社アカウンティングサービス事

業担当（現任）

22,000株

【選任理由】

当社の創業期より、現在の基幹事業であるアウトソーシング事業の陣頭指揮を執って

まいりました。また、総務や法務部門の責任者や監査役を務めた経験から、企業のガ

バナンスに関しても豊富な経験と幅広い知見を有しております。当社グループにおけ

る企業価値の更なる向上を推進するために必要な人材と判断し、引き続き取締役候補

者といたしました。

４

再任

はら

原

 

　
だ

田

 

　
ひろ

博

 

　
み

実
(1970年８月28日生)

　

2000年９月 エフアンドエムネット株式会社入社

2001年５月 当社入社

2003年４月 エフアンドエムネット株式会社取締役

2003年４月 当社管理本部長

2005年４月 当社アウトソーシング事業本部長

2006年４月 当社マーケティング統括本部長

2006年６月 当社取締役（現任）

2007年４月 当社タックスハウス事業本部管掌

2010年４月 当社エフアンドエムクラブ事業（現　

コンサルティング事業）担当

2025年４月 当社ビジネススクール事業部事業

部長（現任）

17,800株

【選任理由】

入社以来、アウトソーシング事業をはじめとした多くの部門の責任者を務めるなど、

豊富な経験・実績・見識を有しており、2006年６月からは取締役として経営に携わっ

ております。同氏の事業戦略やマーケティングなどの分野における知見から、今後の

当社グループ企業価値向上に必要な人材であると判断し、引き続き取締役候補者とい

たしました。
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候補者
番　号

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

５

再任

こ

小
 

　
ばし

橋
 

　
えい

英
 

　
じ

治
（1973年11月14日生）

　

1996年４月 当社入社

当社アウトソーシング事業配属

2000年４月 当社エフアンドエムクラブ事業部長

2005年４月 当社管理本部経営企画部副部長

2008年８月 当社事業開発本部本部長

2018年４月 当社経営サポート事業本部本部長

（現任）

2022年６月 当社取締役（現任）

8,600株

【選任理由】

現在の当社の基幹事業となる２事業を経験するとともに、複数の事業の立上げにも携

わった実務経験を有しており、2022年６月からは取締役として経営に携わっておりま

す。また、コンサルティング事業に属する経営サポート事業本部では長年管理者とし

て事業運営に従事し、同事業本部を主要な収益基盤の１つに押し上げる等、当社の発

展に大きく貢献してまいりました。これらの経験・能力を全社経営に活かすため、引

き続き取締役候補者といたしました。

６

再任

うえ

上
 

　
えだ

枝
 

　
やす

康
 

　
ひろ

弘
（1975年７月18日生）

　

1998年４月 当社入社

当社アウトソーシング事業配属

2006年４月 当社アウトソーシング事業本部長

2010年４月 当社総務コンサルティング事業（現　

コンサルティング事業）統括本部長

2012年４月 当社SR STATION事業部本部長

2015年６月 エフアンドエムネット株式会社代

表取締役社長（現任）

2022年４月 当社オフィスステーション事業本

部（労務）本部長

2024年６月 当社取締役（現任）

18,700株

（重要な兼職の状況）

エフアンドエムネット株式会社代表取締役社長

【選任理由】

アウトソーシング事業をはじめとした現在の当社の基幹事業となる３事業の責任者を

務めるなど、当社の発展に大きく貢献してまいりました。2024年６月からは取締役と

して、また、2015年６月からは子会社であるエフアンドエムネット株式会社の代表取

締役社長としても経営に携わっており、豊富な経験・実績・見識を有しております。

これらの経験・能力を全社経営に活かすため、引き続き取締役候補者といたしまし

た。
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候補者
番　号

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

７

新任

まつ

松
 

　
お

尾
 

　
あ

麻
 

　
き

希
（1977年３月23日生）

　

1999年４月 当社入社

当社アウトソーシング事業配属

2006年10月 当社管理本部採用・人事グループ配属

2007年４月 当社管理本部総務部部長

2012年４月 当社管理本部人事経営企画部部長

当社エフアンドエムクラブ事業　兼務

2014年４月 当社管理本部副本部長

2024年４月 当社管理本部本部長（現任）

26,800株

【選任理由】

現在の当社の基幹事業を経験後、管理本部で採用及び人材育成に携わりつつ、エフア

ンドエムクラブ事業での人事領域の新サービス開発および営業活動を経験しており、

現場における豊富な実務経験と顧客に対する深い知見を有しております。現在は管理

本部本部長として、コーポレート・ガバナンスの充実及び内部管理体制の強化に貢献

をしております。当社の事業における幅広い業務経験とマネジメント能力、及び経営

全般に関する見識を当社グループの経営に活かすため、新たに取締役候補者といたし

ました。

（注）各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

再任
社外
独立

やま

山
 

　
もと

本
 

　
こう

浩
 

　
じ

二

(1954年12月28日生)

　

1983年４月 香川大学商業短期大学部講師

1996年１月 大阪府立大学経済学部教授

2013年11月 大阪府入札監視等委員会委員長

2014年６月 テイカ株式会社社外監査役

2014年11月 大阪府指定出資法人評価等審議会会

長

2015年７月 大阪府監査委員

2017年３月 大阪府立大学退職、名誉教授

2017年４月 大阪学院大学経営学部教授（現任）

2019年６月 テイカ株式会社社外取締役［監査

等委員］（現任）

2021年10月 大阪学院大学大学院商学研究科長

2022年６月 当社社外取締役［監査等委員］

（現任）

2022年10月 大阪学院大学経営学部長（現任）

600株

（重要な兼職の状況）

大阪学院大学経営学部長

テイカ株式会社社外取締役［監査等委員］

【選任理由及び期待される役割の概要】

大学教授としての長年の経験から、会計やマネジメント・システムに関する専門的な

知見を有しております。当該知見を活かして、特に業務の適切性及び会計の適法性に

ついて専門的な観点から取締役の職務執行の監督及び助言等をいただくことが期待で

きるため、引き続き監査等委員である社外取締役候補者といたしました。

また、同氏が選任された場合は、役員報酬等の決定等や役員候補者の選任等について

客観的・中立的立場で関与いただき、取締役会の運営の適正性等についても審議して

いただく予定です。

なお、同氏は、過去に社外役員となること以外の方法での会社の経営に関与された経

験はありませんが、上記の理由により、社外取締役として、その職務を適切に執行で

きるものと判断しております。

第３号議案　監査等委員である取締役１名選任の件

　監査等委員である取締役山本浩二氏は、本総会終結の時をもって任期満了とな
ります。つきましては、監査等委員である取締役１名の選任をお願いするもので
あります。
　なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。

　監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

(注) １．山本浩二氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．山本浩二氏は、監査等委員である社外取締役候補者であります。

３．山本浩二氏は、現在当社の監査等委員である社外取締役でありますが、監査等委員で

ある社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって４年となります。

４．当社は、山本浩二氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第425条第１

項に定める最低責任限度額を限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する
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契約を締結しております。同氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続する予定

であります。

５．当社は、山本浩二氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ておりま

す。同氏が再任された場合、当社は引き続き独立役員とする予定であります。

以　上
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［会場］
大阪府吹田市江坂町１丁目23番38号
Ｆ＆Ｍビル７階　大阪本社セミナールーム

株 主 総 会 会 場 ご 案 内

至梅田

至箕面萱野

新幹線至新神戸 至京都
東海道本線

東三国

大阪内環状線

地
下
鉄
御
堂
筋
線

緑地公園

桃山台

名神高速道路

服部緑地

新
御
堂
筋

モノレール 千里中央

大阪中央環状線

江坂

新大阪

大阪空港

大阪内環状線

ＥＤＧＥ江坂

新大阪江坂
東急REIホテル

地
下
鉄
御
堂
筋
線
江
坂
駅

三菱
ＵＦＪ銀行

会
場

大同生命
江坂ビル

ドコモ
ショップ

交通のご案内
■地下鉄御堂筋線「江坂駅」②⑥号出口より徒歩約１分

○阪急「大阪梅田駅」、ＪＲ「大阪駅」より地下鉄乗り換え約９分

○ＪＲ「新大阪駅」より地下鉄乗り換え約４分

■大阪国際空港より車で約15分

■モノレール「大阪空港駅」より「千里中央駅」乗り換え約25分

■関西国際空港よりＪＲ特急はるかで「新大阪駅」まで約50分


